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　パートナー弁護士 法学博士　熊 琳

 第１３１回　ＳＡＭＲが行政処分の手順規定を新たに公布

　２０１８年１０月２３日掲載の本欄（第１２４回）において、国務院機構改革に伴い新設された国家市
場監督管理総局（以下「ＳＡＭＲ」という）の機能と編成についてご紹介しました。その後１２月２１日、
ＳＡＭＲより「市場監督管理行政処分手順暫定施行規定」が公布され、今年４月１日から正式に施行
されることになっています。現地企業の登記登録、品質管理、食品・医薬品の監督管理、不正競争、
独占禁止、広告など多岐にわたる事項の管理がＳＡＭＲにより行われることになるため、行政処分に
かかるＳＡＭＲの手順や規定の内容および運用方法は、現地企業が万一の備えとして把握しておくべ
き重要な事項となります。今回は、そのポイントとなる内容を解説いたします。

　◇行政処分の手順を活用して有効に対処したケース
　現地法人Ａ社は、日系独資の食品メーカーである。ある日突然、消費者ＭよりＫマートで購入した
Ａ社の製品（販売価格１０元、製造日２０１８年１１月２日）の中に異物が混入していたため、５０００
元の賠償金を請求するとの連絡を受けた。Ａ社はすぐに顧問弁護士に相談し、Ｍ氏はいわゆる「クレー
マー」（企業を脅して不正に補償金を得ることを収入源にしている者）である可能性が高いと判断した
ため、Ｍ氏からの要求を拒否することとした。その後、Ｍ氏がＳ区の市場監督管理局へ通報すると、
直ちに当局による調査が開始され、事実が明らかとなれば行政処分を下す旨がＡ社に事前告知された。
　弁護士のサポートを受けながらＡ社でも自ら調査したところ、２０１８年１１月２日の製造ロットの商
品はＫマートに納品されていないことが判明した。Ｍ氏側でも係争案件の商品がＳ区内の他のスーパー
で購入したものであることを証明できず、Ｓ区の市場監督管理局には本案件の管轄権がないというこ
とになり、交渉の結果、Ｓ区の市場監督管理局はＡ社の主張を受け入れ、調査取り消しの決定を下した。

　◇ＳＡＭＲ規定における留意点
　１．管轄権は、行政処分の手順のうち最初に確認すべき事項です。これには管轄レベルと管轄地域
の二つの側面があり、管轄地域の重要性がより高いものとなります。管轄地域は、違法行為の発生地
（販売行為の発生地など）による認定が原則となっていますが、次の例外が存在します。
　(1)電子商取引の経営者がインターネット上で行う販売行為は、その経営者の所在地か、実際の経
営地の市場監督管理局が管轄する。
　(2)ラジオ、映画、テレビ、新聞、定期刊行物、インターネット等のメディアを利用して違法な広告
を掲出する行為は、広告掲出者、広告主、広告経営者のいずれかの所在地の市場監督管理局が管轄
する。
　２．立件審査
　市場監督管理機関は、取り締まり検査、通報、苦情申し立て、その他の機関および上級機関から
の移管などにより確認された案件に対して立件審査を行い、１５業務日以内（状況により１５業務日の
延長が可能）に審査を完了し、立件するかどうかを決定します。正式に立件された案件を取り消すこ
とは非常に難しいため、まだ交渉の余地のある立件審査の段階で、立件されないよう当局を十分に説
得する必要があります。
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《青島・山東省》

山東省のサービス貿易額、１８年は４０００億元突破
　中国山東省商務庁はこのほど、２０１８年の同省のサービス貿易額が前年比１５．１％増の
４０６０億９０００万元（６兆７０００億円）で、節目の４０００億元を超えたと発表した。うち、情報、著作権、
設計など「新興サービス貿易」の輸出が急速に拡大した。大衆日報（電子版）が２５日伝えた。
　「新興サービス貿易」の貿易額は前年比９．８％増の６５９億６０００万元。うち、通信・コンピューター・
情報サービスの輸出が４１％増、独占権や著作権の使用料輸出が１５．６％増、保守・メンテナンスサービス
輸出が１３．９％増、研究開発（Ｒ＆Ｄ）・設計のサービス輸出が２．８％増だった。
　従来型のサービス貿易もグレードアップし、建設が１７．２％、観光が２０．９％、運輸業が２．３％それぞ
れ増えた。運輸業のうち港湾サービス会社の青島港が創出した「港湾スマート化ソリューション」は世界最
先端のサービスで、「青島港サービスモデル」と呼ばれている。（時事）

山東砿機、炭鉱機械とオンラインゲームで増収増益
　炭鉱機械メーカーで深セン証取中小企業板上場の山東砿機集団（山東省昌楽県）が２５日発表した
２０１８年本決算（速報値）は、売上高が前年比３６．３６％増の１８億８５００万元（３１２億円）、純利益は
１１８．６６％増の１億５６００万元だった。
　同社は１８年の増収増益について、中国石炭市場の好転で炭鉱機械とサービスの販売が拡大したことを挙
げた。また、オンラインゲームとインターネット関連サービス事業が好調なことが、純利益の大幅な増加に
貢献したという。（時事）

　３．立件後、市場監督管理機関は調査、現場検査、検査測定、第三者機関による鑑定、当事者へ
の質問、差し押さえ、金品の押収といった複数の方法により、調査と証拠の取得を行います。その場
合に企業が留意すべき点は次の通りです。
　(1)調査官または検査官の身分の真実性を確認する。
　(2)調査を受ける過程を全て記録に残し、調査官による証拠の偽造を防止する。
　(3)調査を受けながら、企業自身も十分に案件の事実関係を確認し、反証となる有力な論点を探す 
（上記のケースはそうした対応の例）。
　４．行政処分の決定が正式に下される前に、当事者には陳述、申し開き、公聴会の開催を求める
権利があることが当局から告知されるため、これらの権利も十分に活用する必要があります。
　５．行政処分の決定が下されると、処分決定に不満があり行政再議や行政訴訟を予定している企業
でも、まずは指定期限までに法定義務を履行しなければならないとされます。履行しないと１日あたり
３％の延滞金が徴収されるだけでなく、当局から裁判所に強制執行が申し立てられ、企業に不利益を
もたらすこととなります。

　◇日系企業へのアドバイス
　中国国内で発生する行政調査や処分のプロセスは、実際には確定的でない部分も多く、企業にも
対応の余地があるものです。このため、法律の専門家のサポートのもと、関連する法律や規則を活用し、
有効かつ適切な対応を行うことで、企業利益を最大限守り損失を抑える必要があります。


